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財務諸表に対する注記 

1．重要な会計方針 

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   ・・・最終仕入原価法による原価法 

 （2）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・定率法 

無形固定資産・・・定額法 

ただし、平成 10 年 4 月以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を 

採用しております。 

（3）引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給与に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、 

当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、当法人は従業員 300 人未満の小規模企業等に該当するため、「退職給付に関する実務指 

針」により簡便法を採用しております。 

（4）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税込方式により処理しております。 

 

2．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。 

(単位：円) 

科  目 当期末残高 
うち指定正味財 
産からの充当額 

うち一般正味財 
産からの充当額 

うち負債に 
対応する額 

特定資産 

退 職 給 付 引 当 資 産 

 

19,821,670 

 

  

 

(  19,821,670) 

 

(       0) 

合  計 19,821,670 (      0) (   19,821,670) (       0) 

 

3．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。 

(単位：円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建 物 

車 輛 運 搬 具 

什 器 備 品 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

5,364,250 

1,605,596 

6,962,475 

208,630 

2,610,000 

4,654,840 

1,605,592 

4,930,248 

 

43,500 

709,410 

4 

2,032,227 

208,630 

2,566,500 

合  計 16,750,951 11,234,180 5,516,771 

 


